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様式第１号（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

 

    年  月  日 

被害防止目的捕獲依頼書 

 

住  所  

職  業  

氏  名          

電  話  

 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第９条の規定による生活環境、農林水

産業又は生態系に係る被害の防止のための鳥獣捕獲を下記により依頼します。 

記 

住  所  

職  業  

氏  名 
 

           ＊外   人 

被 依 頼 者 

生年月日         年     月     日生 

捕獲を依頼した鳥獣の種類     

捕獲頭（羽・個）数     

区 域 又 は 場 所          

期      間     年  月  日から    年  月  日まで 

被 害 状 況          

依 頼 し た 理 由          
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様式第２号（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

 

被害防止目的捕獲申請に係る調査書 

 

所 属 
 

調 査 員 

氏 名 
 

調査年月日 
 

調 査 地 
 

住 所 
 

申 請 者 

氏 名                     ＊外   人 

被 害 地 
 

捕獲しようとする 

 鳥獣名 

 

被害の対象（農林 

作物名又は種類） 

 

被害の態様（状況） 

 

被害の程度（減収 

量又は被害額） 

 

備   考 

 

  

（注）調査員は、原則として鳥獣行政担当職員又は鳥獣保護員とする。 

 



 

- 16 - 

様式第５号 

（表 面） 

 

 第      号 

 

 

                         交付年月日 

                               年  月  日 

 

 

 

鳥獣捕獲事業指示書 

 

     

                   法 人 名       

 

 

                   法人の代表者  

                   氏    名            

 

 

                             
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従事者の氏名 
 

                 

                          に対する指示内容 

 

捕 獲 の 期 間         
 

捕 獲 の 方 法         
 

捕 獲 の 区 域         
 

鳥獣名及びその数 
 

捕獲物の処理方法 
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（裏 面） 

 

  

鳥 獣 捕 獲 報 告 欄              

 

鳥　獣　名 捕　獲　数 捕獲区域 処置の概要

 

 

 

 

注 意 事 項              
 

 

 

  １． 鳥獣捕獲に従事する際には、本指示書を必ず携帯すること。 

 

  ２． 従事者は、法人に対し適宜鳥獣の捕獲状況について報告し、その 

 

    指示を受けること。 

 

  ３． 指示された捕獲期間満了後は速やかに、交付を受けた法人に必要 

 

    事項を記載して返納すること。 
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様式第６号 

鳥 獣 捕 獲 従 事 者 台 帳                

 

記 載 項 目         内 容       備 考       

従事者証の番号           

従事者証の有効期限           

住 所           

氏 名           

従

事

者

に

関

す

る

事

項 

生 年 月 日           

捕 獲 期 間           

捕 獲 方 法           

捕 獲 区 域           

捕獲鳥獣名及びその割当員数             

指 

 

 

示 

 

 

事 

 

 

項 

捕獲鳥獣の処理方法   

捕獲鳥獣名及びその員数            
捕

獲

の

記

録 
捕獲鳥獣の処理方法  

 

注） 従事者１人についての記録事項は１枚にまとめて記載すること。 
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様式第８号 

       予察情報台帳 （作成：        ） 

加害鳥獣名  

被  害  発  生  時  期（予察表） 
被害対象物 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被      害       量 

年度 被 害 面 積 被 害 見 積 額 

   

   

   

   

   

被 害 発 生 箇 所（別添位置図のとおり：S=1/50,000～1/200,000）

備                 考 

被

害

内

容 

 

 

 

 

 

 

 

分布状況 

                        （ 年 月時点） 

 

 

繁殖状況 

 

 

 

その他生態状況 

 

 

 

生

息

状

況 

生息数の動向 

                        （ 年 月時点） 

 

年 度 予察捕獲（頭・羽） 対処捕獲（頭・羽） 狩  猟（頭・羽） 

    

    

    

    

捕 

 

獲 

 

実 

 

績 
    

＊ 狩猟による捕獲数については、ハンターマップのメッシュごとに県で把握 

＊ この台帳は、次期鳥獣保護管理事業計画策定まで使用するが、作成年度以降も予察捕獲の許可が想定

される 場合は、許可の必要性判断のために、毎年の被害発生時期、被害量、被害発生箇所を本表（別葉

）を用いて記録しておくこと。（この記録が継続できれば、次期の予察表作成時の基礎資料となる）また

、これにより被害情報の状況を勘案し、必要に応じてこの台帳の修正をすること。 
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様式第８号 

      予察情報台帳（例） （作成：○○町） 

加害鳥獣名 キ ジ バ ト 

被  害  発  生  時  期（予察表） 
被害対象物 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 水

 

稲 

 

 

 

 

 大 

 

豆 

 

 

 

 

被      害       量 

年度 被 害 面 積 被 害 見 積 額 

９ 大豆6ha、水稲15ha 大豆100,000円、水稲200,000円 

10 大豆4ha、水稲10ha 大豆  80,000円、水稲150,000円 

11 大豆7ha、水稲9ha 大豆120,000円、水稲140,000円 

12 大豆10ha、水稲8ha 大豆150,000円、水稲120,000円 

13 大豆2ha、水稲4ha 大豆  50,000円、水稲60,000円 

被 害 発 生 箇 所（別添位置図のとおり：S=1/50,000～1/200,000） 

備              考 

被

害

内

容 

 

 

 ・水 稲 

 

 ・大 豆 

 

 

 

 

 

 

分布状況 

一年中生息。被害は9月～10月中旬、12月～2月中旬に○○地区に集中して発生す

る。予察捕獲は、9月初旬、12月初旬に対応することが適当と判断される。 

                        （ 年 月時点） 

 

繁殖状況 
繁殖期は○～○月。特に○○地区での繁殖確認例が多い。 

 

その他生態状況 
主に朝方採餌する傾向があり、被害を及ぼす時間帯は、午前中が多い。 

 

生

息

状

況 

生息数の動向 

近年、カラスの生息数が増加しており、カラスとの競合のためか、出現数が減少

している。                    （１６年１２月時点） 

 

 

年 度 予察捕獲（頭・羽） 対処捕獲（頭・羽） 狩  猟（頭・羽） 

１４ ３６ １０３ ３８６ 

１５ ３３ ８５ ２５４ 

１６ ２５ ６５ １９５ 

    

捕 

 

獲 

 

実 

 

績 
    

＊ 狩猟による捕獲数については、ハンターマップのメッシュごとに県で把握 

＊ この台帳は、次期鳥獣保護管理事業計画策定まで使用するが、作成年度以降も予察捕獲の許可が想定

される場合は、許可の必要性判断のために、毎年の被害発生時期、被害量、被害発生箇所を本表（別

葉）を用いて記録しておくこと。（この記録が継続できれば、次期の予察表作成時の基礎資料となる）

また、これにより被害情報の状況を勘案し、必要に応じてこの台帳の修正をすること。 

 


